
平成２７年９月の関東・東北豪雨を踏まえ、市、河川管理者、県等が連携・協力し、減災のための目標を共
有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的な推進により社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社
会」を再構築することを目的として、平成２８年５月に「本明川流域減災対策協議会」を設置しました。

昨年は、概ね５年間の減災のための目標や具体的な取組内容を定めた「本明川の減災に係る取組方針」を策
定し、今年度は取組内容の進捗状況を確認しました。

・日 時 ： 平成２９年６月２日

・会 場 ： 諫早市役所

諫早大水害の教訓を生かし、これを超える大規模水害に対し、「地域防災力の強化に
よる災害に強いまちづくり」を目指す

「平成２９年度 本明川流域減災対策協議会」 開催

１．概要

２．議事内容

・「本明川の減災に係る取組方針」の進捗状況

３．主な意見等

■５年間で達成すべき目標

・気象に関しては、「警報級の可能性」や危険度を時系列に色分けした
表形式での情報を提供開始している。また、浸水や洪水の危険度をわ
かりやすいメッシュ等で表示する情報の提供を予定している。

・今年度、半造川指定区間についても想定最大外力を対象とした洪水
浸水想定区域図の作成を予定している。

・ハザードマップの作成では、避難ルートを把握する他、水平・垂直避難
を踏まえ、避難訓練と併せて取組むことが重要である。

・避難は、地震や台風、水害などの災害により変わるものであり、地域
に密着する自治会単位での情報が重要である。諫早市では、防災
マップを自治会ごとに作成しており、今後も引続き支援していく。

・諫早市は特に急傾斜地、土砂災害の警戒区域が非常に多く、新たに
指定された場合には避難ルートの見直しを適切に行う必要がある。

・今年度で諫早大水害から60周年を迎え、諫早大水害を語り継ぐため

にも河川の特性や洪水時の避難等、地域の方々が考える様々な取組
みを実施していく。

会 場 全 景


